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地域農業戦略指針の使用方法について 

 

地域農業戦略指針は、関係機関が地域の農業集落等での支援活動を行う上

で、以下のようにご活用ください。 

 

 地域農業戦略指針（平成 27 年３月作成）を『初版』、今回策定した地域農業

戦略指針（令和３年 10 月作成）を『追録版』と表現します。 

 現場で活用する場面においては、『初版』を基本としつつ、『追録版』を併せ

て使用してください。 

 県、市町、ＪＡ、農業委員会、土地改良区等の関係機関の職員向けに策定し

ていますが、集落リーダー等も積極的にご活用いただきたいと考えています。 



地域農業戦略指針の追録版の作成にあたって 

 

地 域農業戦略 指 針は、集落 の住民みんなが現状と課題を認識し、地 域の実情に応

じた農 業・農 村 の目 指 す姿を描き、その実現 に向 けた活 動が展 開 できるよう、県および

市町、ＪＡなどの関係機関・団体向けの「手引書」として平成 27 年３月に策定したもので

す。 

本 指 針を作 成してから現 在まで、関 係 者 は集 落リーダーに働 きかけ、集 落 の話 合 い

や実 践 活 動 を推 進してきました。その結 果 、700 以 上 の集 落 で話 合 いが実 施され、約

170 集落で集 落営 農 組織の法人 化や地域 資源を活用した地域活 性化 、園芸品 目の

新 規 生 産などの新 たな活 動が実 践されるなど、関 係 の皆様 の努 力により、県 内の農 業

集落の機能は概ね維持され、地域農業の活性化が図られてきたものと考えています。 

 

一方、策定から６年が経過する中で、県内の農業経営体数は 2015 年と比べ約 25％

減少し、集落営農組織 においても将 来の役員 やオペレータの確保が難しいなどの問題

が顕在化してきました。また、新型コロナウイルス感染症の影響により、農作物の需要動

向は大きく変化してきています。 

これらの状 況の変 化を踏まえ、現 場 の新 たな課 題 により的 確 に対 応 できるよう、内 容

を追加・拡充させる形で、地域農業戦略指針の追録版を作成しました。 

 

本 県 は、ブロックローテーションによる集 団 転 作 や集 落 営 農 の取 組 、「世 代 をつなぐ

農 村まるごと保 全 向 上 対 策 」等 の共 同 活 動 の取 組 など、集 落 を基 礎 として農 業、農村

を守ってきた実績があります。 

今一度、市町、ＪＡ、県等関係機関が連 携して地域の農業・農村の現状を分析のうえ、

将 来 のあるべき方 向 性 を検 討し、集 落 自 らが将 来 ビジョンを定 めて実 践 できるよう進 め

ていただきたいと思います。 

 

 

令和 3 年（2021 年）10 月 

滋賀県農政水産部長  

西川 忠雄 
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第１章 滋賀県が目指す農業･農村の方向 

 

 

１ 地域農業戦略指針で定めた農業・農村の目指す姿 

 

 

（１）地域農業戦略指針とは 

 

農家数の減少･高齢化､土地持ち非農家の増加など、水田農業を取り巻く状況が大き

く変化する中で、このまま対策を講じなければ、荒廃農地の拡大や美しい田園風景の

喪失、農村集落の衰退を招くことが懸念されました。そこで、持続性・発展性のある

地域農業と活力ある農村集落への再構築を図るため、集落自らが現状・課題を認識し、

地域の実情に応じた農業・農村の目指す姿を描き、それに向けた戦略的な活動が展開

できるよう、その話合いを促進するための県および市町、JA などの関係機関向けの「手

引書」として平成 27 年３月に策定しました。 

 

（２）地域農業戦略指針で目指す農業・農村の将来の姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人材や資源を活用し、 

活力ある農村に向けた 

取組の推進 

○担い手（個別経営、集落営農組織） 

○集落 

目指す姿 
担い手、小規模農家、土地持ち非農家、地域住民がともに支え合い、

集落の農地がしっかりと守られ、人々がいきいきと生活している 

（初版要約） 

協  働               

相互扶助 ○土地持ち非農家 ・ 地域住民 

・水路、農道管理に参加し担い手の経営 

を側面的に支援 

・集落活性化の取組に参加 

・健全な農業経営の展開により集落農 

地の保全、雇用機会の提供に貢献 
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１）集落の農業の持続・発展に向けて 

将来にわたって美しい田園風景を保つためには、集落の農地を耕作する担い手が

安定した経営を継続できる環境を整える必要があります。10 年先を見通して、「集

落の農業の将来の担い手は誰か」、「その担い手の経営の安定化のために集落として

何ができるか」を集落で話し合い、集落の農業を目指す姿を描きながら、その実現

に向けて実践することが求められています。 

 

２）活力ある農村に向けて 

農業者の減少や混住化、高齢化等が進む中で集落の活力を高めるためには、集落

ぐるみによる協働の取組が求められています。 

① 地域住民の参加による水路や農道を維持・管理する共同活動 

② 農業を通じた地域住民の交流 

③ 地域資源を活用した農村の活性化 

④ 女性や若者、多様な人材の活用 

 

 

 

【目指す姿の実現に向けた 2 つの視点】 

１） 農業の持続・発展に向けた集落の取組 

２） 活力ある農村に向けた集落の取組 
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２ 地域農業戦略指針策定から５年間における滋賀県の農

業・農村の変化等 
 

（１）滋賀県の農業・農村の現状 

 

 個別経営は高齢化が進み減少する中で、規模拡大した個別経営は、多くが法人化へ

と経営発展しています。今後、農地はますます経営規模の大きな経営体に集積してい

くと考えられます。 

 集落営農組織も法人化が進む一方で、経営規模が小さな組織が多いため、水稲の協

業化に取り組んでいない組織も多くあります。法人化が進んでいること以外は、経営

【現状】 

 農業経営体数の大幅な減少（平成 27 年から令和 2 年にかけて約 5,500 経営体

が減少）。 

 経営耕地面積 10ha 未満の農業経営体数が減少する一方、10ha 以上の農業経

営体数は増加しており、経営規模の二極化が進展している。2020 年の経営面

積 30ha 以上の農業経営体数は 10 年前に比べ約 2.7 倍に増加した。 

 担い手への農地集積率は平成 27 年の 47.2%から令和 2 年には 62.1%に増加し

ており、農地集積が大きく進んでいる。 

 農業経営体の法人（株式会社、農事組合法人）数が増加しており、認定農業者

に認定されている法人数は、平成２７年の３５５法人から令和２年には５５６法人と

約１．７倍に増加している。 

 集落営農組織数は減少しているが、約半数が法人化されている。 

 集落営農組織の約 6 割は次世代（後継者）が未定となっている。 

 集落営農組織の約 3 分の 2 は経営規模が 20ha 未満である。 

 集落営農組織の 35％は水稲の生産・販売に取り組んでいない。 

 認定農業者のうち個別経営体の減少と高齢化（65 歳以上が約 5 割）が進んでい

る。また、個別経営体で水稲作に取り組む経営体の 3 分の 2 は後継者が決まっ

ておらず、さらにその半数は後継者の検討もしていない（平成 30 年度 国アンケ

ート：対象 80 名）。 

 土地持ち非農家が増加し、農業集落における農家率は大きく低下しており、平

成２７年で農家率 50％未満の農業集落が約 95％となっている。 

 この５年間で寄合いを開催した農業集落数はほぼ減少しておらず、６回以上寄

り合いを開催した農業集落は約７８%にのぼり、集落機能は維持されていると言え

る。 

 世代をつなぐ農村まるごと保全向上対策に 936 集落(令和元年度)が取り組まれ

ている。 
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基盤の強化は進展していないことが考えられます。後継者が育っていない組織も半数

を超えることから、集落営農組織の存続が危ぶまれ、集落の農業を守っていけるのか

が懸念されるところです。 

 こうした中で、世代をつなぐ農村まるごと保全向上対策に取り組む集落は増えてお

り、農村の活力は一定維持されていると考えられます。 

 

（２）農業・農村の将来予測と課題 

 

比較的規模の大きな個別経営については、安定経営に向けて法人化を行い、従業員

を雇用し、さらに規模拡大を図るという経営体も多いと思われます。 

一方で、認定農業者のうち非法人の個別経営については、今後も減少が続くと考え

られます。後継者が決まっていない、検討もしていない水稲作の 65 歳以上の認定農業

者の中には、10ha 以上を耕作する経営体も複数あり、中規模（10ha 規模）以下の水稲

農家の減少が進むと想定されます。 

集落営農組織については、集落ぐるみ型の運営から専従・雇用型への運営に転換す

る組織が増えてくると想定されます。しかし、専従化や外部からの雇用に転換するほ

どの経営規模のない組織が多い中で、組織の存続の危機に直面する組織も増えてくる

と思われます。 

また、農業者が減少し、土地持ち非農家が増加する傾向は、今後も続くことが考え

られます。 

 

以上の将来予測を基に、課題について考えてみました。 

 

１点目に、中規模層の水稲農家の離農による農地の供給とその利用についてです。

【将来予測】 

・水稲農家の大規模化（寡占化）と法人化の進展 

・中規模以下の水稲農家の減少 

・みんなが輪番で出役するスタイルから専従者を雇用するスタイルへの転換 

・維持困難な集落営農組織の増加 

・農村集落における農家率のさらなる低下 

【課題】 

・中規模農家の離農および集落営農組織の解散による農地利用および地域農業

の維持 

・集落営農組織の人材確保と育成 

・農道や用排水路、獣害柵の維持管理に向けた共同活動への参加率の向上 

・中山間地を中心とした農村集落の活性化 
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中規模層が離農した場合、10ha 程度の面積が一度に供給される場合も想定されます。

10ha 程度の農地を一度にすべて引き受けることができる農家や組織は少ないと考え

られ、供給された農地を誰が耕作するか、その対応をできる限り検討しておく必要が

あります。 

２点目に、集落営農組織における経営の安定化についてです。特に、次世代のオペ

レーターや経営を担う役員の確保と育成が課題として大きく挙げられます。先進的な

運営を行っていると思われる組織においても、集落ぐるみによる経営を継続すること

は難しいと考えておられるのです。 

場合によっては、解散する組織も出てくることが懸念されます。中でも、水稲の協

業化を行っている組織の解散は、中規模層の水稲農家の離農と同様、一定規模の農地

が供給されることとなります。担い手がいない集落で設立された集落営農組織が多い

中で、新たな受け手との調整を円滑に進める必要があります。 

３点目に、共同活動の安定的な継続についてです。農家率のさらなる低下と農業を

知らない世代の増加は、農業への無関心層の増加と共同活動への参加率の低下を招く

ことが懸念されます。共同活動の重要性を理解していただきつつ、参加者や役員の負

担感が増えないような取組が必要です。 

４点目に、中山間地を中心とした農村集落の活性化についてです。中心となる農業

の担い手がおらず、今後も見込めない地域では、集落の活性化という視点で対策を検

討する必要があります。 

 

 

（３）持続的で生産性の高い滋賀の農業推進条例（しがの農業みらい条例）の

制定 

 

米政策改革に伴う産地間競争の激化や高齢化に伴う農業就業人口の減少、頻発する

異常気象等、本県農業を取り巻く環境はこれまでになく変化しています。さらに、農

業濁水や農業系廃プラスチックの処理等の環境問題が顕在化しています。こうした情

勢変化や課題に対応し、多様な農業者が意欲と誇りをもって農業に従事できる環境づ

くりが必要です。 

このため、県では生産面に焦点を当て、将来にわたって持続的で発展性のある農業

生産の振興を図ることとして、「生産力の向上」と「環境保全対策」を柱とした「持続

的で生産性の高い滋賀の農業推進条例」を令和２年 12 月に制定しました。 

条例第８条では、マーケットインの視点に立った農産物生産の促進などの「消費者

等の需要に対応した農産物の生産の促進」、また、第９条では、スマート農業の推進な

ど、「情報通信技術等の活用に関する調査研究と普及」を進めることを定めています。

さらに、第 13 条には、新規就農者等に対する情報の提供・相談の実施や、農業者等に

対する技術・経営に関する研修の実施といった、「多様な農業者の確保・育成」を定め

ています。 
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今後は、この条例を礎に、農業者や農業関係団体、そして県民の協力を得て、こう

した取組を積極的に進めていく必要があります。 

 

（４）滋賀県農業・水産業基本計画の実践に向けて 

 

令和３年 10 月策定の「滋賀県農業・水産業基本計画」は、本県農業・水産業の基本

的な施策の展開方向を示すもので、当指針の上位計画となるものです。 

「県民みんなで創る 滋賀の「食と農」を通じた「幸せ」」を基本理念に掲げ、「農

業・水産業と関わる「人のすそ野」を拡大する」を共通視点として、「経済活動として

の農業・水産業の競争力を高める（経済の視点）」、「豊かな資源を持つ農山漁村を次世

代に引き継ぐ（社会の視点）」、「琵琶湖を中心とする環境を守り、リスクに対応する（環

境の視点）」の、合わせて４つの視点で政策の方向性を示しています。 

このうち、以下の項目に向けては、当指針も活用しながら取り組むこととしていま

す。 

   

視点 （政策の方向性（表現を一部簡略化）） 

【人・１】 新規就農者の確保 

【人・２】 滋賀の農業のファン拡大 

【人・４】 農作業の多面的機能を活かした共生社会づくり推進 

【経済・１】 農業をより魅力的ある職業に 

【社会・２】 農山村の持つ多面的価値の次世代への継承 
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３ 地域農業戦略指針の拡充の考え方 

 

（１）地域農業戦略指針を拡充する背景 

 

地域農業の維持・発展と農村の活性化に向けた集落の話合いや実践活動が進められ、

一定の成果が得られています。しかし、地域農業戦略指針を策定してから５年が経過

する中で、集落や地域における話合いや実践活動をより一層推進するためには、滋賀

県の農業・農村を取り巻く情勢の変化に合わせて、指針の内容をより充実させること

が必要です。 

そこで、指針（初版）の考え方を踏襲しつつ、先に述べた滋賀県農業の現状や課題

等を踏まえ、農業関係者がより効率的に農業・農村の活性化に向けた活動を展開でき

るよう、新たな項目の追加等を中心に指針の内容を充実させます。 

 

 

（２）地域農業戦略指針の拡充内容 

 

県、市町、ＪＡ等の農業関係職員が、農村集落が抱える課題に幅広く対応できるよ

う、現指針は残しつつ、新たな項目の追加等を中心に追録版の策定を行います。 

【追加、充実する項目】 

・マーケットインの考え方に基づく生産体制づくり 

・農業者等の経営継承、集落営農組織の人材確保・育成対策の充実 

・農村の活力維持・向上に向けた取組の充実 

・新たな技術や取組の普及 

・新型コロナウイルス感染症の影響下での新たな話合い手法の導入 

集落に支えられた個別経営の展開

（１）中規模個別経営体のリタイアに備えた集落の話し合い

【内容】集落農業を支える担い手が後継者不在の場合、人・

農地プランのスキームを活用し、集落で将来の農地利用を

検討する。

（個別経営体）

・後継者がいない高齢の

認定農業者の経営基盤の

継承

【拡充】集落の農業の持続・発展に向けた取組（新たな課題とその対応）

（経営の継続・発展）

・需要に応じた生産体制

への転換と強化

マーケット・インの考え方に基づく生産体制づくり

（１）所得の最大化に向けた地域自らによる水稲・麦・

大豆等の作付計画の作成

（２）需要に応じた生産体制への転換と販売の強化

【内容】主食用米を取り巻く環境が厳しさを増す中、農家所

得の最大化を目指し、地域自らが生産体制の在り方を検討

する。
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集落営農組織の発展

（１）集落営農組織の経営安定に向けた計画づくり

【内容】長期にわたり安定経営が展開できるよう、ＰＤＣＡ

サイクルを用いた経営計画の作成等を推進する。

（２）集落営農組織における次世代（後継者）の育成等

【内容】多様な人材の活用も含め、地域の実情に応じ次の手

法を用いることを検討する。

①集落内での人材の確保と育成

②集落営農組織間の連携

③専従者等の雇用（半農半Ｘのスタイルを含む）

中山間地域等担い手不在地域における担い手の確保

【内容】旧村単位等、地縁的なつながりのある地域で、営農

活動を担う広域集落営農組織の設立を検討する。

（集落営農組織）

・人材（役員・オペレー

タ）の確保・育成

・小規模な組織の経営継

続

（中山間地域等）

・農家数の減少、担い手

不在地域における農業生

産の維持

集落営農組織と個別経営の連携強化

（１）個別経営体への経営移譲による連携

【内容】営農継続が困難な集落営農組織の基幹作業などにつ

いて、個別経営体への委託または移譲を検討する。

（２）新規就農者との連携による人材の確保

【内容】十分な所得を得るに至っていない新規就農者が、閑

散期に集落営農法人で作業に従事することを検討する。

【拡充】活力ある農村に向けた取組（課題とその対応）

（農業集落の機能低下）

・集落人口の減少や農家

率低下への対応

・農村の活性化

農村機能の維持・強化（共同活動）に向けた取組

（１）世代をつなぐ農村まるごと保全向上対策等の取組

【内容】組織活動の広域化や事務負担軽減とともに、活動の

必要性についての理解促進を図る。

（２）中山間地域の活性化

【内容】地域資源の活用や、企業・大学等の多様な主体との

協働活動による活性化策を検討する。

多様な人材とのつながりを確保する取組

【内容】都市農村交流や農泊、地域住民との交流、農福連携

の取組など、多様な人材とのつながりで農業への理解と参

画を推進する。

【新設】新たな技術・取組の普及

地域農業の持続・発展と活力ある農村への再構築に資する新たな取組や考え方を導入

(1)スマート農業の導入による省力化と労力補完、技術伝承

(2)女性農業者による農業経営の発展と農村の活性化

(3)新型コロナウイルス感染症の影響下における新たな話合いの手法


